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法学会合同展示会

法律相談部

国際法研究会

法学会合同展示会を開催するにあたって

このたび法学会合同展示会にお越しいただき誠にありがとうございます。法学会は法学部に所属する学術団体であり、現在、法律相談部と国際法研究会の二団体が所属しています。しかし、その活動の認知度は学内外を問わず必ずしも高いとはいえず、法学会に至ってはその存在さえあまり知られていないというのが現状です。法学会は法律学科生及び他法学会員からの会費によって運営されており、その活動を広く公開していくことは私たちの義務であると考えています。そのため、一昨年より自主法政祭の場で展示企画を開催するようになりました。 

　この企画は、法学会所属団体による活動報告という形をとっています。また、法律相談部及び国際法研究会が研究している分野に関するクイズなども用意しております。

　ぜひごゆっくりとご覧になっていってください。
法律相談部とは？

　私たち法律相談部は、法学会に所属する学校公認の団体です。長い歴史と伝統を引き継いでおり、今年で創立58年目を迎えます。日ごろの勉強の成果を生かして、民法の法律問題、例えば、「お金を貸し、返金の約束期限がきたのに返してもらえない。どうしたらいいのだろう？」「祖父が亡くなり相続の話になったが、どのように分配したらいいのか？」などといった問題に関する相談を一般の方々から受け、学生が主体となって考察・回答していく『学生無料法律相談』の活動を行っています。今までに受け付けた相談件数は8000件を超え、500人を超えた卒業生の方々がいます。現在、１～４年生134名が活動しています。

法律相談部の活動について
法律相談部では、大きく分けて次の２つの活動を中心にしています。
①法律相談活動

　その名のとおり、一般の方々からの法律相談を受ける活動です。ただし、法律相談といっても全ての問題に答えられるわけではなく、民法に関するものに限っています。とはいえ、民法は私たちの生活に最も密着した法律ですから、実に多様な相談が寄せられています。活動のスタイルも２つあり、日常的に学内で受け付けている。「学内相談」のほか、「出張相談」という、夏休みに地方の都市を訪れて無料法律相談をする活動も行っています。この「出張相談」創部以来の活動であり、今年は9月1日・2日山梨県甲府市で行いました。2日間で７０件の相談が寄せられました。なお、来年の出張は8月末に行う予定です。既に出張先の候補地を幾つかにしぼり、部員や卒業生の先輩方と検討を行っています。また、３年前からは春休み中にも出張相談を行うことになりました。今年は3月10日に神奈川県横浜市鶴見区で行い、多くの相談を受けることができました。来年は、3月中旬に行う予定で東京・埼玉が候補地に上がっています。

これらの相談は学生の手で回答するのが原則ですが、中には学生の手に負えない非常に複雑で難しい問題もあります。そういったときは、現在東京を中心に全国で活躍されている法律相談部OBの弁護士の先生方、当部の指導教授にアドバイスを頂くようにしています。

なお、基本的にはまだ勉強を始めて間もない1年生が相談を受けることはありません。主に3，4年生が相談を受け回答し、2年がその補助をします。ですから、1年生の主要な活動は次に述べる研究会での学習活動になります。

②相談のための研究会

　1，2年生の間は、相談活動のための準備期間である研究会での勉強が活動の中心になります。放課後週2～3回3年生の指導の下で民法の勉強をします。大学の専門科目は、初心者には難しい教科書を使用している上、大教室で行われているので質問もしにくくなっています。よって、講義のみで法律を理解するのは困難なのが現状です。しかし、研究会では3年生が分かりやすく指導し、質問もしやすい環境が整っています。このように勉強しますので、ある程度の学力は自然と身につきます。その結果、法律科目（特に民法）の理解も容易になり、普段の学生生活の大きな助けになります。さらに、司法試験をはじめとする各種国家試験・資格試験にも非常に役立ちます。
　また、学習のまとめ、知識の更なる拡充や団結力の向上などを目指し、年2回合宿を行っています。研究会で勉強した分野に関する論点について、班ごとに分かれて事前に学説や判例を調べてレジュメにまとめ発表します。班以外の人はレポートを書き上げます。レポートは、文章の書き方から法律構成に矛盾はないかといった点まで3年生に評価してもらい、認容されるまで何度も書き直します。厳しいですが、知識を確実に自分のものにすることができます。合宿は勉強の以外でも、川遊びや花火、打ち上げコンパといったレクリエーションもします。合宿は原則全員参加で、1～3年生部員のほとんどが参加します。
以上の活動内容から、法律相談部は勉強ばかりしているという印象を受けるかもしれません。しかし、そんなことはありません。研究会終わりに飲みに行ったり、休みを利用してバーベキューや様々なスポーツ（野球、フットサルなど）を企画したりします。普段は、楽しく学生生活を送っています。

　我が部には、「法律を身につけたい」という意欲を持った人が集まっています。弁護士や裁判官を目指している人はもちろん、司法書士などの資格を目指している人、公務員を目指す人など様々な人がいます。クラス内だけではなかなか友人もできず、1人では勉強のモチベーションも維持しにくいと思います。そんな人も法律相談部に入れば、仲間ができ勉強への意欲も高まるので充実した学生生活を送れることは間違いありません。

　
ゼミ・資格試験と法律相談部
大学3年生ともなると、授業に語学がなくなりゼミが入ってきます。ほとんどの人が二年間を通じてゼミを受講するため、1，2年の頃からゼミの内容や雰囲気などは気になるところです。法律相談部では先輩などから情報が聞けるため、自分が興味あるゼミについて細かなところまで知ることができます。また、部内には司法試験・公務員などを目指す人が大勢います。法律相談部の研究会や合宿での勉強はそれらの資格を目指す人の手助けになっています。実際に司法試験などに合格し、現役で活躍されている卒業生の方も多いので、生の現場の声やアドバイスを聞けるというのも法律相談部部員の大きな特権といってよいでしょう。
http://hosei-hoso.hp.infoseek.co.jp/
国際法研究会

　国際法研究会は法学会に属している学術団体です。毎年11月に行うアカデミック・フォーラムを活動の柱にして、日々国際法を学んでいます。研究会は半世紀近い歴史をもち、この発表会も今年で36回目を迎えました。ここでは、国際法研究会の活動と、私たちが学んでいる国際法とはどのような法なのかをご紹介します。

国際法研究会の活動

　国際法研究会の活動はアカデミック・フォーラムと日々の勉強会に分けられます。

　アカデミック・フォーラムとは、国際法研究会の日々の研究を発表する場であり、活動の集大成です。毎年一つのテーマを決め、サークル全体でその研究に取り組みます。そして研究の成果は100ページ近くにも及ぶ一冊の報告書にまとめます。発表はパワーポイントを使い、プレゼンは何週間も練習を重ね、来場者の方々に国際法という法をいかに理解していただくか、ということに努めています。昨年度は「国際社会の刑事法」というテーマのもとに、国際刑事法を研究しました。今年度は「国際環境法　～地球温暖化への挑戦～」として、国連気候変動枠組み条約や京都議定書を取り扱い、将来的な地球温暖化問題解決への枠組みなどを研究しました。

　普段は、アカデミック・フォーラムに向けて、毎週火曜日に学習会を実施しています。会員全員が、各々の分野で分かれた班単位で、持ち回りで発表しています。決められた活動日以外は、学習会のためのレジュメを作成したり、発表の練習をしたり、あるいは自主的に国際法を学んだりしています。前期は、主に一年生を対象にして、国際法の基礎を学びます。前期で基礎を学んだ後に夏休みに夏合宿を行い、本格的にアカデミック・フォーラムへ向けての研究を始めます。まず、各年で設定したテーマの発案者を中心に、いくつかの小テーマを設定し、班に分かれてそれぞれのテーマを研究します。そして、夏合宿の後には、さらに本番に向けての発表の内容を練っていきます。アカデミック・フォーラムが終わると、後期応用理論が始まります。ここでは、会員が興味のあるテーマを自由に選び、発表をします。班員の裁量が大きいため、各年非常に興味深い学習会が開かれます。今年度は「宇宙法」などを行う予定です。また春休みには、夏合宿と同様に学習会を開き、基礎から応用までを幅広く学習し、次年度に備えた知識の底上げを行います。
国際法

国際法とは、「国際社会」を規律する法のことを指します。国際社会とは、主に国家によって構成される社会です。その国際社会を規律する法と言われても、「刑法」や「民法」などといったものとは違い、私たちの生活とは遠く、なじみのないものである、という印象が強いのは確かです。しかし、私達の食卓に輸入食品を並べられるのも、外国へ行けるのも、みな国際法のおかげなのです。
　「国際法」は、「条約」と、「国際慣習法」から成り立っています。「条約」は、時に憲章、議定書、規約など、別の名前で呼ばれることもありますが、どれも「国家と国家の間の約束事」であるという基本的な性質は変わりません。例えば、国連憲章や日米安保条約、国際人権規約、京都議定書などは、高校の授業やニュースなどで耳にしたことがあるのではないでしょうか。また、「国際慣習法」とは、国際社会で長年行われてきた慣行が、「慣習法」として認められたものです。代表的なものには、「侵略の禁止」「ジェノサイド(大量虐殺)の禁止」などが挙げられます。これらのものが、国際社会を規律する、「国際法」として機能しています。
国際法とは私たちにとって、遠くに感じるし身近にも感じもする、そんな法です。国際法研究会はそんな多岐にわたる国際法の分野を学んでいます。HPでは過去にまとめたレジュメ等を公開しているので、興味がありましたら見ていただけたら幸いです。

http://hosei-ils.sakura.ne.jp/

民法○×クイズ

Ｑ1： 結婚している１８歳の大学生のAが100万円の車を買おうとした時、親の同意がなくても買うことができる。

Ｑ2： 15歳が書いた遺言は無効である。

Ｑ3： 18歳のカップルが結婚しようとしている。彼氏側の父母は共に同意したが、彼女側の父親は猛反対した。このとき、彼女側の母親が結婚に同意しているならば結婚は成立する。
Ｑ4： Aは、Bをからかうつもりで「この車３万で売ってやるよ。」と嘘を言った。Bはそのことを信じて、すぐに３万円を出してAに「３万円で買うよ！」と言った。このとき、AはBに車を売らなければならない。
Ｑ5： Aに届けられるべき花瓶が誤ってBの元に配達されてしまった。Bは、間違いと知らずに自分に来たものだと思って花瓶を使用しているうちに、割ってしまった。この場合、Bは花瓶を修理(または弁償)してAに返さなければならない。

民法解説
A.1：○
	第753条　未成年者が婚姻をしたときは、これによって成年に達したものとみなす。


753条より、結婚をすればAは成年とみなされて、親の同意がなくても一人で車の売買ができる。
A.２：×
	第961条　15歳に達した者は、遺言をすることができる。


961条より、15歳から有効な遺言を書くことができる。

A.３：○
	第737条　未成年の子が婚姻をするには、父母の同意を得なければならない。
２　父母の一方が同意しないときは、他の一方の同意だけで足りる。


737条より、彼女側の母親さえ結婚に同意していれば、父親の同意がなくても結婚をすることができる。

A.４：○
	第93条　意思表示は、表意者がその真意ではないことを知ってしたときであっても、そのためにその効力を妨げられない。ただし、相手方が表意者の真意を知り、又は知ることができたときは、その意思表示は、無効とする。


93条では、真意と違う意思を伝えた本人よりも、その表示を信頼した相手方を保護するとしている。よって、嘘つきのAは保護されず、Aは3万円でBに車を売らなくてはいけない。しかし、93条但書により、もしAが車を売る気がないことをBが知っていた場合は売る必要はない。
A.５：×
	第703条　法律上の原因なく他人の財産又は労務によって利益を受け、そのために他人に損失を及ぼした者は、その利益の存する限度において、これを返還する義務を負う。


703条より、Bは花瓶を使っても花瓶がAの物ということを知らないで自分のものだと思って使ってたので、Aが花瓶を返せと言ってきたときに、残っていた分（破片しかないなら破片だけ）を返せばよい。

国際法○×クイズ

Q.1：現在月の土地を米国企業が販売しているが、月の土地を国家が領有することは可能である。

Q.2：核兵器の使用は、如何なる場合も違法である。

Q.3：如何なる戦争も国際法上違法である。

Q.4：日本で罪を犯した日本人が中国に逃亡した場合、必ず日本の裁判所で裁判を行える。

Q.5：外交官が派遣先の他国で交通事故を起こし、人を死亡させた場合、一般人と同様に逮捕される。

国際法解説
A.1：×　

国家による月の土地の領有は、宇宙条約第2条、及び月協定第11条2項において明確に禁止されている。また、月の土地は販売されているが、月協定第11条3項は、月の地表、地下に存在する天然資源の所有自体を禁止している。また、月協定第11条5~７項は、その天然資源の分配方法などを規定している。

現在、米国カリフォルニア州のTheLunarEmbassy.LLC（アメリカルナエンバシー社CEO）という企業が、米国の行政府に許可をとり、月の土地を販売しているが、一部の学者などから問題視されている。

A.2：×

　意外かもしれないが、核兵器使用の全面的違法性は否定されている。「核兵器使用・威嚇の合法性」事件において、国際司法裁判所（以下、ICJ）
は、核兵器の使用・威嚇を特に認可する国際法は存在しないとしながらも、一方でその使用･威嚇を如何なる場合も禁止する国際法も存在しないとした。その上で、核兵器の使用・威嚇は一般的に見れば国際法に反しているが、国家の存亡の関わる極限状態における、国連憲章第51条の規定する自衛権の発動としての核兵器使用・威嚇は合法とも違法とも判断できないとした。

A.3：○

　これは今や国際法の常識である。国際連合憲章（以下、国連憲章）第2条4項は、武力による威嚇・武力行使の禁止を規定している。戦争とは宣戦布告を伴う武力行使であり、全ての戦争は「武力行使」に含まれる。これは1928年「戦争放棄ニ関スル条約」が「戦争」という言葉を用いたために、事実上の戦争（宣戦布告を伴わない武力行使）の違法化ができなかったことに対する反省であり、国連憲章は全ての「戦争」を違法化している。また、国連憲章第2条3項は、紛争の平和的解決義務も規定している。

ただし、戦争に含まれない「武力行使」に関しては、極めて限定的に認められている。先述した国連憲章第51条が規定する自衛権、集団的自衛権の発動は当然除外される。この他にも国連安全保障理事会による国連憲章第42条に基づく軍事的制裁、国連安全保障理事会の決議に基づく授権による武力行使（つまり、国連安全保障理事会が国連加盟国に武力を行使して良いですよと許可する場合）も認められている。ただし、前者の国連憲章第42条は適用例が存在せず、後者の授権も憲章7章「平和に対する脅威、平和の破壊及び侵略行為に対する行動」の明記はあるが、具体的な条文は明記されることが少なく、朝鮮戦争時の多国籍軍のように、勧告による国連加盟国の任意の形態を取ることも少なくない。

また武力行使と性格は少々異なるが、慣例として国連安全保障理事会の決議に基づく平和維持活動（PKO）も認められているが、「国連経費」事件において、ICJはPKOが国連憲章第7章に基づくものではないとしており、武力行使に含まれないともいえる。

A.4：×

　犯罪人の処罰は基本的に領域主権が優先する。つまり、その人物がいる国家が、優先的にその人物の管轄権（簡単に言えば裁判などをする権利）を負うことになる。そのため、犯罪人引渡条約か国家の任意による引渡しが行われない限り、犯罪人の引渡は行われない。最近、犯罪人の引渡しは促進されているが、殆どの場合、引渡しは義務ではない。また、その人物が滞在する国家が、その人物を犯罪者と認定しなければ、処罰を行わないこともある。因みに、日本は米国と韓国の間に犯罪人引渡条約を締結するに留まっている。

A.5：×

　外交官には通常外交特権という権利が存在する。これは国際慣習法（慣例として認められていた不文律の法）であったが、現在では外交関係に関するウィーン条約が規定している。外交特権には様々なものがあるが、有名なものとして刑事裁判権からの免除が存在する。これは外交関係に関するウィーン条約第31条が規定しており、接受国（外交官の駐在国）は派遣国に対し、「ペルソナ・ノン・グラータ」であると抗議することしかできない。ただし、この外交特権の中に含まれる刑事裁判権の免除はしばしば問題視されており、日本でも1964年にマレーシア大使館の書記官が女子大生をはねて死亡させた事件が起きており、この時も裁判をすることなく書記官が本国に帰国していた。近年も、数件の事件が起こっている。







� 英名International Court of Justice。国連の主要機関であり、国際社会における常設の司法機関。国家同士の法律紛争の解決、及び、国際機構の求めに応じ、勧告的意見を出すことを業務としている。





